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第一原発事故巡り東電株主が旧経営陣に総額 23兆円を賠償するよう求めた「株主代表訴訟」で高裁は「巨
大地震は予見できなかった」として 13兆円超の賠償を命じた１審判決を取り消し無罪とした！

「東京高裁判決の骨子」は・巨大津波の予見可

能性を認めるのには、原発の運転

停止を正当化するほどの合理性や

信頼性の根拠が必要・東電の想定

津波の試算で用いられていた「地

震予測長期評価」は根拠として十

分ではない・旧経営陣に津波の予

見可能性があったとは認められな

い‥として 13 兆円の賠償を命じた１
審判決を取り消したのだ！

今年３月、業務上過失致死傷罪で

強制起訴された旧経営陣と、民事で

も、誰も責任を負わない事態が予想

される。

しかし、考えてみてほしい！

（資料２）の赤枠は「2002 年７月、
国の『地震調査研究本部』が『長期評

価』」を公表し、三陸沖北部から房総

寄りを一つの領域としてプレート間、

大地震・津波について明治三陸地震

と同様、Ｍ 8.2 前後の地震が、どこ
でも発生する可能性がある」と発表

していた。

「長期評価」とは 1995 年の阪神淡
路大震災(死者 6,434 名、行方不明者 3

名、負傷者 43,792 名）という戦後最悪

の被害もたらした教訓から作られ、それを否定する

等、裁判所として、あるまじき行為と言わねばなら

ない。 更に、濃い黄色の線は、2008 年に「国立

研究開発法人・産業技術総合研究所」や「東京大学

地震研究所」等で「仙台沖で

M8.4 の貞観地震タイプが起き
る」と予測している。

それが実際に起こり「東日

本壊滅か？」と言われる事態

になったのだ！高裁が言う「原

発の運転停止を正当化するほ

どの合理性や信頼性の根拠が

必要」と言う。しかし、それほど

停電が怖いというなら 2011 年３
月以降で原発が動いていない時期

を乗り越えて来たではないか？

また、東電役員は 2008年の「赤
字財務体質 901 億円」に目を奪わ
れ「防潮堤、水密化」等、すぐ出

来る対策をしなかったのだ！太平

洋沿岸にある東北電力と日本原子

力発電（株）は津波対策をしてお

り、それを邪魔したのが東電だっ

たのだ！

この一連の無罪判決を見るにつ

け司法の目的は何なのか？であ

る。それは国と東電の原子力政策

を肯定し、それを続けさせるつも

りであろう！

しかし、巷では「東電は過酷事故により 23.4 兆
円の借金を作り破綻寸前のデフォルト（債務不履行）

か！」と言われ、倒産の淵に立たされるのだ！

誰も責任をとらない！
旧経営陣の“無罪判決” 司法の目的は何か？

（資料１）誰も責任をとらない不当判決‥

（資料２）大地震・津波が来たのに‥
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前回までは、東電が福島第一原発６基と、同第二原発４基、更に、柏崎刈羽原発７基の計 17 基を地震・津波集中地

帯に無理を重ねて原発を造ったことを見てきた。今回は、福島県の「原子力発電所のあゆみ」を基に、第一原発の１

号機の「ターンキー方式」（一括発注）の経過について見てみてみたい。ここにもダメになった会社の痕跡がある。

右資料は、今

から 65 年前の
年表である。今、

考えると乱暴な

話たが 1964 年
の東電の「原子

力発電所建設計

画発表」まで、

住民には全く知

らせず、秘密の

まま進められて

来たのだった！

更 に 「 1965
年９月、県開発

公社が東京電力

に約 350 万㎡を
売却」とある。

今もそうだが‥

何から何まで住民には

「秘密、偽り」で事を

進めたのが東電である。

それだけではない！

（資料３）を見てほし

い。

1965 年に東電が買収
した第一原発の敷地面

積は、この写真を見る

と違う場所から撮った

ような気がする。第一

原発の原子炉建屋１～

４号機は、もっと南よ

りのように思える。

何故かと言うと（資料４）

は第一原発周辺の古地

図（1901 ～ 1912 年頃）で

あるが、ここに原発が建てられたからである。

少し、見にくい

が、下から一番

下◯印を付けた

所には大熊町の

「夫澤」がある。
おつとさわ

その上は「大芋

澤」という沢が

ある。一番上は

双葉町にある「葉
は

木澤」がある。
き ざわ

しかも、古地図

には川の流れの先

には淡い緑色で沿

岸部に流れている

様子が描かれてい

るのだ！要するに

３本の川の上に原

発を建てたと見て

いる。

昔、旧知の請戸漁民の

酒井氏が「原発の場所は

水が流れている場所だっ

た！」と言うのを思い出

す。そして「3.11 過酷事
故」後の「地下水問題」

が取り上げられてきた時

に、この（資料５）を東

電 HP に掲載しているの
だ！原発敷地内には様々

な「河川」が流れていて、

特に「●印」の原子炉直

下には、３本の川が流れ

ていた事を示すもので

「夫澤・大芋澤・葉木澤」

であろう！

原発でダメになった会社‥東電 ③

こんなところに原発建設があっていいのか？

（資料３） 1965年９月 県開発公社 東京電力に約 350万㎡を売却した土地

福島県「原子力発電所のあゆみ」関連年表

・1960年（昭 35） ５月 県「原子力産業会議」に加盟

・同 11月 県開発公社と東京電力が用地買収の受諾決定

・1961年（昭 36） ９月 大熊町議会、原子力発電所誘致決議

・同 10月 双葉町議会、原子力発電所誘致決議

・1964年（昭 39）11月 東京電力「原子力発電所建設計画発表」

・1965年（昭 40）９月 県開発公社、東京電力に約 350万㎡を売却
・1966年（昭 41) 12月 米国GE社と一括発注方式で契約、工事開始

（資料４） 夫澤・大芋澤・葉木澤の３本の川があった
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これでは、水が流れ込み、汚染水がなくならいの

は当然である。

更に（資料６）

は第一原発の敷地

は、op（海抜を表す

小名浜ポイント）で 40
mは海抜を表す指

標である。海抜40

㍍を切り開いた場

所に原発を造った

のだ！

（資料７）のよ

うに、ぬかるんだ

敷地に加え、原発

は海側を埋め立て

て造った場所で、

後にコンクリート

で打ち固めた場所

なのである。

話をターンキー

方式に戻そう！

この方式は発注

者と受注者共々、

ありがたい方式で

ある。その「メリ

ットは、システム

を完全に完成した

状態で納入できる

ため、導入から運

用までをスムーズ

に進めることがで

きる点であると言

う。具体的には「設

計・調達・施工・

試運転」まで、ま

とめて一社が担当

し、リスクを軽減

しプロジェクト全

体を効率化できる

ことにあるらしい！また、引き渡し時に『鍵を回せ

ばすぐ稼働できる』ため、導入後の運用コストや時

間を削減できる」と言うのだ。東電の発注会社GE社（米

国・原子力会社）の都

合の良い話ばか

りでる。しかし、

このGE社は当時の

２年前、スペインか

ら 40 万 kw の原
発を受注してい

たが、それが遅

れに遅れたため、

GE社は第一原発１

号機が、最初の原

発建設となり「先

行炉の経験を生

かすことが出来

なかった！」と

話す人物がいる。

原子力発電の

黎明期を支えた

人物と言われる

豊田正敏氏（注１）

は、これを嘆い

ていたのだ！

そして、これが

原因で過酷事故

に至り、様々な

問題を生み出し

ていたのだ。ま

ず最初のつまづ

きは、米国の原

発は内陸部がほ

とんどで、東海

岸は１基だけで

設計時には「地

震・津波対策」

などあろうはず

がなかったから

である！

次回には、この問題を堀り下げてみたい！

（資料５） 「3.11過酷事故」後に明らかになった原発敷地の様子

ターンキー方式のメリットは東電と受注企業！

（資料７） 海岸線を埋め立て港を造り津波には弱い施設だった

（資料６） 40㍍を切り開いた敷地で様々な問題を引き起こす

原発の建設など‥出来ない場所だった！
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（１）下請け労働者に集中する放射線被ばく 全国の原発で１年間に約 9 千人～１万人の電
力会社社員と約 7 万人（2009 年度）～ 5 万人（2017 年度）の下請け労働者が被ばく労働に従事しています
（表１、表 2）。2017年度の資料にはイチエフ被ばく労働者が含まれています。
表１ 全国の原発被ばく労働者 （ISOEアジア技術センターのデータから作成）

平均線量は 3.7 倍(2009 年度)～ 4.5 倍

(2017年度)、最大線量は約 1,5倍～ 2倍と、
放射線被ばくは下請け労働者に集中してい

ます。

総線量は社員の約 25 倍(2009 年度)～ 20
倍(2017年度)で、下請け労働者が社員の 20倍以上のがん死亡の被害を被ることを示しています。

（２）複数の原発で働く下請け労働者 下請け労働者の一部は、定期検査中の複数の原発で

被ばく労働に従事します。1 年間に 6 か所以上の原発で働く労働者もいます。約 1 万人近い電力会社社員を
除いて計算すると、福島原発事故の以前は下請け労働者の約 3割が 1年間に 2か所以上の原発で働いていた
ことがわかります。

福島原発事故以降は、稼働原発が激減し、下請け労働者の多くが 1か所の原発で働いています。最近は再
稼働が増えてくるに従い 1年間に複数の原発で働く人が増える傾向です。

表2 被ばく労働に従事した原発の数と従事した人数 （放射線影響協会のデータから作成）

（３）定検開始以前から危険な現場で被ばく労働に従事 2004 年 8 月美浜 3 号で定検前の準
備作業中に配管が破裂し、5名が死亡、6名が重軽傷を負いました。喜友名正さんは 1997年 9月～ 2004年 1
月まで全国各地の PWR 原発の 45 件の定期検査で非破壊検査に従事し、悪性リンパ腫で死亡しました。少
なくとも 5件、定検開始前の危険な準備作業に従事しました。安全配慮義務違反です。

表 3 喜友名正さんが定検開始前から準備作業に従事したケース （被ばく労働の記録一部抜粋）

原発の運転開始から５５年、原発被ばく労働者の現状と課題【第４回】

多重下請け構造 ＜続き＞ 建部 暹（たてべ のぼる）
ヒバク反対キャンペーン 代表
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米価格高騰を放置する農水省官僚と農林族議員・農協の組み合わせは原発を無反省に推進する産業官僚・

電力・族議員と同様の構図である。また国民的議論を避け「審議会」とマスコミによる方針の既成事実化の

進め方も変わらない。今こそ「農業補助」や「エネ計画」の国民の判断が必要な時である。

最近はコメ価格の高騰を廻る、農林大臣のダメさ

加減と小泉進次郎の備蓄米報道で溢れている。

備蓄米だけに話題が集中し、どうしてこのような

状況に陥ったのかの報道はあまり見られない。

朝日新聞の報道によると、この 20 年間でコメ農
家は６割も減っており、事実上の減反政策が続いて

おり気象条件によって、いつでもコメ不足に陥る状

況である。農林族とその代表者である農水大臣にと

っての関心事は選挙での農民票だけであり鎮静化を

待つしかない。リリーフの進次郎の火消しで参議院

選挙が終われば、また元の木阿弥に戻る可能性が高

い。このような場合は調査報道のメディアの独壇場

のハズであるが力が落ちたのか、遠慮しているのか

原因を探る報道は極めて少ない。

コメの生産量を増やすためには大規模農家に農地

を集約し生産性を上げる改革しかない。

ただ日本の市場が限られていることから余剰米を

輸出する等、相互調整等の補完が必要である。

日本のコメ作りの品質は高いことから生産性の向

上を図り、和食の普及に合わせ、海外への門戸開放

も考える。しかし、このような改革の結果、小規模

の兼業農家の「票」が減ることから、これを嫌う自

民党農林族議員と官僚と農協ＪＡは何もしてこなか

った。この体制も限界である。

農林族の国会議員は 40 名以上といわれるが、都
市部以外の郡部の自民党議員の大半は都市では考え

られない家族関係で広がりを持つ兼業農家票に依存

している。

このままでは農業の衰退は明らかであるが、国会

議員も農協も農水省も何もしない。この構図は原発

を取り巻く状況と似てはいないか？

兼業農家の国民は目を覚まして欲しい。

ＥＵにおける農業への補助は日本に比較し多額で

ある。日本にとっても農業は食料安保という国家の

重要な政治課題であることから、国民全体で議論を

尽くすべきだが、政治家は何もせず、報道も見られ

ない。ここでも外米の輸入増というトランプの外圧

がなければ問題は解決しないのか？

この政治家の姿勢は「エネ計画」と同様である。

原発推進も産業官僚・電力・政治家の合作である

が、国民への説明はなく「審議会」という名目でメ

ディアも共犯で体裁を整えている。

しかし、政治家とメディア共犯の虚像がインター

ネットの出現によって崩れつつある。

トランプ相互関税での政治家と官僚の振る舞いを

注意深く見守り、今後の「エネ計画」推進の再検討

に繋げたいものである。

以前であれば政治家への批判が主であったが、最

近では財務省や農水省へのデモが多くなっているの

はインターネットの影響によりメディアと政治家の

関係に気づいた事があるかも知れない。

大臣が官僚をコントロールするためには官僚の専

門性や見識を凌駕することが必要で、不評なトラン

プ政権でさえ大臣は例外なく、その分野における専

門家や、学者、経営の経験者である。

一方、日本では専門性がない者や業界利権を体現

する族議員が大臣になる。

結局、全て官僚の言いなりと言って良い。

この国はどうなるのか？

こういう状況でも「ひめゆりの塔」の発言でひん

しゅくを買った西田議員も江藤大臣等議員の 30 ％
は世襲議員であり、石破首相や小泉氏も仲間である。

マッカーサーの農地改革で一掃された戦前の不在

地主は都会で優雅な生活をして、収穫の時だけ小作

農との確認のため地方に行っていた。家族と共に都

会生活を享受しながら選挙の時だけ地元に帰り、農

民票を頼っている。何もしない世襲議員と昔の不在

地主に違いはあるのか？

また、このような国会議員がアメリカの３倍も必

要なのか？国会改革をすべき時期が来ている。

東芝崩壊の教訓 政治家の役割とは ⑮三浦眞吾
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世界を震撼させた3.11福島第一原発事故から 14 年、地元自治体は進まない廃炉事業や核廃棄物の処理に
危機感を募らせる。政府の約束した除染土の県外持ち出し、再利用計画が頓挫しているからだ。

NHK が今年 4 月に全国 47 都道府県を対象にアン
ケート調査をした結果、最終処分、再生利用とも「受

け入れ」「条件付き受け入れ」と答えた都道府県は

無かったという。

政府は除染土を放射線濃度 8,000 ベクレル／ kg の
ふるいに掛け基準未満のものを再利用、超えるもの

は最終処分場で保管する

という。現在中間貯蔵施

設に保管されている除染

土は 1,410 万立方メート
ル。この内の約 4 分の 3
は放射線量が基準未満で

「再利用可能」とされて

いる。

この 8,000 ベク
レル／ kg の基準は
「最も影響を受け

る作業者であって

も、追加被ばく線

量が年間 1mSv 以
下」となる放射能

濃度基準だとい

う。

し か し こ の

8,000 ベクレルの基準は原発事故後の除染を迫られて
新たに作られた「放射性物質汚染対処特措法」によ

るものである。事故以前は原子力規制委員会が定め

る「クリアランスレベル」100 ベクレル／ kg だった。
2 重基準として批判されているが、政府は前者

8,000 ベクレルは安全に処分するための基準であり、
後者 100 ベクレルは安全に利用するための基準だと

苦しい言い訳をしている。

結局は従来の厳しい基準では対処が出来ないので

除染事業などに支障ない程度の新しい基準を設けた

と言うことにつきる。このような方針の変更は原子

力政策の大きな転換である。

原発の「止める・冷やす・閉じ込める」の 3原則
は何度も聞かされてきた

し、止めるも、冷やすも、

何重にも設備や対策によっ

て万全である。

閉じ込めることも燃料被

覆管・圧力容器・格納容器

・コンクリート建屋と厳重

に遮蔽されている

ので安全と散々聞

かされてきた。だ

が現実はそうでは

無かった。あり得

ないはずの全電源

喪失が発生する

や、すべての装置

が止まってしま

い、最後は人手に

頼るしかなかった

のだ。しかも、世界史に残る大量の放射能を放出し

た上、タンクに閉じ込めた汚染水の海洋放出や、大

金をかけ集めた汚染土の全国へのばらまき。これは

安全基準云々以前の原子力政策の根幹が問われる事

態である。国民に約束した原子力利用の原則を守れ

ない事態に直面した今、まず原発全廃を決め、どう

負の遺産を負担するか議論するのが筋では無いか。

「止める・冷やす・閉じ込める」の基本を忘れた
原子力政策 除染土再利用計画は放射能拡散政策だ

斉藤 章一

訂正とお詫び‥ 既報№ 281・１頁・右下から７行目「2030 年になる‥」は「2030 年代になる‥」です。

出典 文献 ・（資料１）NHKニュース 2025/6/6 ・（資料 2)「原発と地震、そこに造ってよかったのですか」2025/6/7添田孝史氏・（資料３）
東京電力（株）・（資料４）大熊町図書館・（資料５～７)東京電力 HD Google（資料5原子炉位置赤丸を強調）・（資料 8、9）環境省中間貯蔵施設
情報サイト（注１）豊田正敏氏、原子力関係者なら多くの人が知っている元東京電力副社長で元日本原燃サービス社長 著書「原子力発電の歴

史と展望」

（資料９） 県外の除染土はほとんど手つかずのまま

（資料８） 福島第一原発に隣接する中間貯蔵施設


